
 

 

 

国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 教 職 員 就 業 規 則 等 新 旧 対 照 表 

改   正   前 改   正   後 

国立大学法人京都大学教職員就業規則 

（平成１６年達示第７０号） 

 

 （前 略） 

第５節 休職 

（休職） 

第１５条 教職員が次の各号の一に該当するときは、

休職とすることができる。 

(1) 心身の故障のため、長期の休養を要する場合 

(2) 刑事事件に関し起訴され、職務の正常な遂行に

支障をきたす場合 

(3) 学校、研究所、病院その他大学の認める公共的

施設において、その教職員の職務に関連があると

認められる学術に関する事項の調査、研究若しく

は指導に従事する場合 

(4) 大学の業務を離れて、労働組合の役員として専

ら従事する場合 

(5) その他大学が休職を必要と認める場合 

２ 試用期間中の教職員については、前項の規定を適

用しない。 

３ 休職の取扱いについては、国立大学法人京都大学

教職員休職規程（平成１６年達示第７７号）に定め

るところによる。 

（休職の期間） 

第１６条 前条第１項第１号の休職期間は休養を要す

る程度に応じ、同項第３号の休職期間は必要に応じ、

３年を超えない範囲内で定める。この休職の期間が

３年に満たない場合においては、休職した日から引

き続き３年を超えない範囲内においてこれを更新す

ることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前条第１項第２号の休職期間は、その事件が裁判

所に係属する間とする。 

 

 

 

 

 

３ 前条第１項第４号の休職期間は、１年を超えない

範囲内とする。ただし、通算して５年を超えない範

 

 

 

 

第５節 休職 

（休職） 

第１５条  

 

 (1) 

 (2) 

 

 (3) 

 

  

 

 (4) 

 

 (5) 

２  

 

３  

 

 

（休職の期間） 

第１６条 前条第１項第１号の休職期間は休養を要す

る程度に応じ、５年を超えない範囲内で定める。こ

の休職の期間が５年に満たない場合においては、休

職した日から引き続き５年を超えない範囲内におい

てこれを更新することができる。 

 

２ 前項の休職期間について、次条の規定により復職

した日後３年以内に同一の傷病（大学の産業医又は

大学が指定する医師が同一の傷病と認めるものに限

る。以下この項において同じ。）又は同一の傷病に起

因すると認められる傷病により再度休職するとき

は、当該傷病に係る休職の期間は通算するものとす

る。 

３ （同 左） 

 

４ 前条第１項第３号の休職期間は必要に応じ、３年

を超えない範囲内で定める。この休職の期間が３年

に満たない場合においては、休職した日から引き続

き３年を超えない範囲内においてこれを更新するこ

とができる。 

５ （同 左） 

 

（同 左） 



 

 

改   正   前 改   正   後 

囲内で、更新し、又は再度休職とすることがある。 

４ 前条第１項第５号の休職期間は、大学が認める間

とする。 

（復職） 

第１７条 前条の休職期間が満了したとき、又は満了

するまでに休職事由が消滅したと認める場合には、

復職を命じる。ただし、第１５条第１項第１号の休

職については、教職員が休職期間の満了までに復職

を願い出て、医師（大学が必要と認めるときは、大

学の産業医又は大学が指定する医師）が休職事由が

消滅したと認めた場合に限り、復職を命じる。 

（休職中の身分及び給与） 

第１８条 休職者は、教職員としての身分を保有する

が、職務に従事しない。 

２ 休職中の教職員の給与については、国立大学法人

京都大学教職員給与規程（平成１６年達示第８０号。

以下「給与規程」という。）による。 

 （後 略） 

 

国立大学法人京都大学教職員給与規程 

（平成１６年達示第８０号） 

  

（前 略） 

（休職者の給与） 

第３６条 教職員が業務により負傷し、若しくは疾病

にかかり、又は通勤（労働者災害補償保険法（昭和

２２年法律第５０号。以下「労災保険法」という。）

第７条第２項に規定する通勤をいう。以下同じ）に

より、負傷し、若しくは疾病にかかり、就業規則第

１５条第１項第１号に掲げる事由に該当して休職に

されたときは、その休職の期間中、これに俸給、扶

養手当、都市手当、広域異動手当、住居手当、期末

手当及び遠隔地異動・出向手当のそれぞれ１００分

の２０を支給する。 

２ 教職員が結核性疾患にかかり就業規則第１５条第

１項第１号に掲げる事由に該当して休職にされたと

きは、その休職の期間が満２年に達するまでは、こ

れに俸給、扶養手当、都市手当、広域異動手当、住

居手当、期末手当及び遠隔地異動・出向手当のそれ

ぞれ１００分の８０を支給することがある。 

 

 

 

３ 教職員が前２項以外の就業規則第１５条第１項第

１号に掲げる事由に該当して休職にされたときは、

その休職の期間が満１年に達するまでは、これに俸

給、扶養手当、都市手当、広域異動手当、住居手当、

 

６ （同 左） 

 

（復職） 

第１７条 （同 左） 

 

 

 

 

 

 

（休職中の身分及び給与） 

第１８条  

 

２  

 

 

 

 

 

 

 

 

（休職者の給与） 

第３６条 （同 左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 教職員が結核性疾患にかかり就業規則第１５条第

１項第１号に掲げる事由に該当して休職にされたと

きは、その休職の期間（就業規則第１６条第２項の

規定により休職期間を通算する場合にあっては、通

算された休職の期間。次項において同じ。）が満２

年に達するまでは、これに俸給、扶養手当、都市手

当、広域異動手当、住居手当、期末手当及び遠隔地

異動・出向手当のそれぞれ１００分の８０を支給す

ることがある。 

３ （同 左） 

 

 

 

（同 左） 



 

 

改   正   前 改   正   後 

期末手当及び遠隔地異動・出向手当のそれぞれ１０

０分の８０を支給することがある。 

４～１０ （略） 

（給与の減額） 

第３７条 教職員が勤務しないときは、祝日法による

休日等、年末年始の休日等、創立記念日等又は夏季

一斉休業日等である場合、就業規則第３４条による

職務専念義務免除期間（同条第３号を除く。）、就

業規則第４３条による妊産婦である女性教職員の健

康診査、就業規則第４４条による妊産婦である女性

教職員の業務軽減等及び就業規則第５８条による就

業禁止期間並びに休暇による場合、その他勤務しな

いことにつき特に承認があった場合を除き、その勤

務しない１時間につき、第３９条に規定する勤務１

時間あたりの給与額に、その勤務しない時間数を乗

じて得た額を減額して支給する。 

 （後 略） 

 

国立大学法人京都大学教職員退職手当規程 

（平成１６年達示第８９号） 

 

（目的） 

第１条 この規程は、国立大学法人法（平成１５年法律

第１１２号。以下「法人法」という。）附則第４条の

規定及び国立大学法人京都大学教職員就業規則（平成

１６年達示第７０号。以下「就業規則」という。）第

６４条の規定に基づき、国立大学法人京都大学（以下

「大学」という。）の教職員（就業規則第２条第２項

の規定に基づく外国人教師及び外国人研究員並びに同

条第４項の教職員を除く。以下同じ。）に対する退職

手当の支給に関する事項を定めることを目的とする。 

（中 略） 

（退職手当の調整額） 

第７条の４ 退職した者に対する退職手当の調整額

は、その者の基礎在職期間（第５条の２第２項（第

８条の２及び第８条の３の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）に規定する基礎在職期間をい

う。第１３条及び第１７条を除き、以下同じ。）の初

日の属する月からその者の基礎在職期間の末日の属

する月までの各月（就業規則第１５条の規定による

休職（業務上の傷病又は通勤による傷病による休職

を除く。）、同規則第４８条第３号の規定による停職、

国立大学法人京都大学教職員の育児・介護休業等に

関する規程（平成１６年達示第８４号）第３条第１

項の規定による育児休業（以下「育児休業」という。）、

同規程第１４条の２第１項の規定による育児短時間

勤務（以下「育児短時間勤務」という。）又は国立大

 

 

４～１０ （同 左） 

（給与の減額） 

第３７条 （同 左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目的） 

第１条 この規程は、国立大学法人法（平成１５年法律 

第１１２号。以下「法人法」という。）附則第４条の   

規定及び国立大学法人京都大学教職員就業規則（平成 

１６年達示第７０号。以下「就業規則」という。）第   

６４条の規定に基づき、国立大学法人京都大学（以下 

「大学」という。）の教職員（就業規則第２条第２項  

の規定に基づく外国人教師及び招へい研究員並びに同

条第４項の教職員を除く。以下同じ。）に対する退職  

手当の支給に関する事項を定めることを目的とする。 

 

（退職手当の調整額） 

第７条の４ 退職した者に対する退職手当の調整額

は、その者の基礎在職期間（第５条の２第２項（第

８条の２及び第８条の３の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）に規定する基礎在職期間をい

う。第１３条及び第１７条を除き、以下同じ。）の初

日の属する月からその者の基礎在職期間の末日の属

する月までの各月（就業規則第１５条の規定による

休職（業務上の傷病又は通勤による傷病による休職

を除く。）、同規則第４８条第３号の規定による停職、

国立大学法人京都大学教職員の育児・介護休業等に

関する規程（平成１６年達示第８４号）第３条第１

項の規定による育児休業（以下「育児休業」という。）、

同規程第１４条の２第１項の規定による育児短時間

勤務（以下「育児短時間勤務」という。）又は国立大



 

 

改   正   前 改   正   後 

学法人京都大学教職員の自己啓発等休業に関する規

程（平成２０年達示第７７号）第２条第４項の規定

による自己啓発等休業（以下「自己啓発等休業」と

いう。）により現実に職務をとることを要しない期間

のある月（現実に職務をとることを要する日のあっ

た月を除く。以下「休職月等」という。）のうちその

者が属していた次の各号に掲げる教職員の区分（以

下「教職員の区分」という。）が同一である休職月等

がある休職月等にあっては教職員の区分が同一であ

る休職月等ごとにそれぞれの最初の休職月等から順

次に数えてその月数の２分の１（育児休業をした期

間（当該育児休業に係る子が１歳に達した日の属す

る月までの期間に限る。）又は育児短時間勤務をした

期間については、３分の１）に相当する数（当該相

当する数に１未満の端数があるときは、これを切り

上げた数）になるまでにある休職月等（就業規則第

１５条第１項第４号の規定による専従休職（以下「専

従休職」という。）をした期間又は自己啓発等休業（教

職員としての職務に特に有用であると認められるも

のを除く。）にあってはその休職月等）、退職した者

が属していた教職員の区分が同一である休職月等が

ない休職月等にあっては、当該休職月等を除く。）ご

とに当該各月に教職員の区分に応じて当該各号に定

める額（以下「調整月額」という。）のうちその額が

最も多いものから順次その順位を付し、その第１順

位から第６０順位までの調整月額（当該各月の月数

が６０月に満たない場合には、当該各月の調整月額）

を合計した額とする。 

 

 

 

 

(1) 第１号区分 ７９,２００円 

(2) 第２号区分 ６２,５００円 

(3) 第３号区分 ５４,１５０円 

(4) 第４号区分 ５０,０００円 

(5) 第５号区分 ４５,８５０円 

(6) 第６号区分 ４１,７００円 

(7) 第７号区分 ３３,３５０円 

(8) 第８号区分 ２５,０００円 

(9) 第９号区分 ２０,８５０円 

(10) 第１０号区分 １６,７００円 

(11) 第１１号区分 ０ 

２～５ （略） 

 （中 略） 

（勤続期間の計算） 

第８条 退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算

学法人京都大学教職員の自己啓発等休業に関する規

程（平成２０年達示第７７号）第２条第４項の規定

による自己啓発等休業（以下「自己啓発等休業」と

いう。）により現実に職務をとることを要しない期間

のある月（現実に職務をとることを要する日のあっ

た月を除く。以下「休職月等」という。）のうちその

者が属していた次の各号に掲げる教職員の区分（以

下「教職員の区分」という。）が同一である休職月等

がある休職月等にあっては教職員の区分が同一であ

る休職月等ごとにそれぞれの最初の休職月等から順

次に数えてその月数の２分の１（育児休業をした期

間（当該育児休業に係る子が１歳に達した日の属す

る月までの期間に限る。）又は育児短時間勤務をした

期間については、３分の１）に相当する数（当該相

当する数に１未満の端数があるときは、これを切り

上げた数）になるまでにある休職月等（就業規則第

１５条第１項第４号の規定による専従休職（以下「専

従休職」という。）をした期間、自己啓発等休業（教 

職員としての職務に特に有用であると認められるも

のを除く。）をした期間又は就業規則第１６条第１項

の規定による休職期間（同条第２項の規定により休

職期間を通算する場合にあっては、通算された休職

の期間）が３年を超える場合は、３年を超える日以

後の期間の休職月等）、退職した者が属していた教職

員の区分が同一である休職月等がない休職月等にあ

っては、当該休職月等を除く。）ごとに当該各月に教

職員の区分に応じて当該各号に定める額（以下「調

整月額」という。）のうちその額が最も多いものから

順次その順位を付し、その第１順位から第６０順位

までの調整月額（当該各月の月数が６０月に満たな

い場合には、当該各月の調整月額）を合計した額と

する。 

(1)  

(2)  

(3)  

(4)  

(5)  

(6)       （同 左） 

(7)  

(8)  

(9)  

(10) 

(11) 

２～５ （同 左） 

 

（勤続期間の計算） 

第８条 （同 左） 



 

 

改   正   前 改   正   後 

は、教職員としての引き続いた在職期間による。 

２ 前項の規定による在職期間の計算は、教職員とな

った日の属する月から退職し、又は解雇された日の

属する月までの月数による。 

３ 教職員が退職し又は解雇された場合（第２条第１

号から第３号に該当する場合又は就業規則第４８条

第５号の規定により懲戒解雇された場合を除く。）に

おいて、その者が退職若しくは解雇の日又はその翌

日に再び職員となったときは、前２項の規定による

在職期間の計算は、引き続いて在職したものとみな

す。 

４ 前３項の規定による在職期間のうち、休職月等が

１以上あったときは、その月数の２分の１（育児休

業をした期間（当該育児休業に係る子が１歳に達し

た日の属する月までの期間に限る。）又は育児短時間

勤務をした期間については、３分の１）に相当する

月数（専従休職をした期間又は自己啓発等休業（教

職員としての職務に特に有用であると認められるも

のを除く。）をした期間にあってはその月数）を前３

項の規定により計算した在職期間から除算する。 

 

 

 

 

５～７ （略） 

（６３歳年度末日の翌日以後の退職者に係る特例） 

第８条の２ ６３歳年度末日の翌日以後に退職し、又

は解雇された教職員（教員就業特例規則第８条又は

次条の規定に該当するものを除く。）に対する次の

表の左欄に掲げる規定の適用については、これらの

規程中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

読み替える

規定 

読み替えられ

る字句 

読み替える字句 

 （略）  

第８条第４

項 

前３項の規定

による在職期

間のうち、休職

月等が１以上

あったときは、

その月数の２

分の１（育児休

業をした期間

（当該育児休

業に係る子が

１歳に達した

次の各号に掲げる月数

を前３項の規定により

計算した在職期間から

除算する。 

(1) 前３項の規定によ

る在職期間のうち、６

３歳年度末日以前の

期間において休職月

等が１以上あったと

きは、その月数の２分

 

２  

 

 

３  

 

 

 

 

 

 

４ 前３項の規定による在職期間のうち、休職月等が

１以上あったときは、その月数の２分の１（育児休

業をした期間（当該育児休業に係る子が１歳に達し

た日の属する月までの期間に限る。）又は育児短時間

勤務をした期間については、３分の１）に相当する

月数（専従休職をした期間、自己啓発等休業（教職

員としての職務に特に有用であると認められるもの

を除く。）をした期間又は就業規則第１６条第１項の

規定による休職期間（同条第２項の規定により休職

期間を通算する場合にあっては、通算された休職の

期間）が３年を超える場合は、３年を超える日以後

の期間の月数）を前３項の規定により計算した在職

期間から除算する。 

５～７ （同 左） 

（６３歳年度末日の翌日以後の退職者に係る特例） 

第８条の２ ６３歳年度末日の翌日以後に退職し、又

は解雇された教職員（教員就業特例規則第８条又は

次条の規定に該当するものを除く。）に対する次の

表の左欄に掲げる規定の適用については、これらの

規程中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

読み替える

規定 

読み替えられ

る字句 

読み替える字句 

 （同 左）  

第８条第４

項 

前３項の規定

による在職期

間のうち、休職

月等が１以上

あったときは、

その月数の２

分の１（育児休

業をした期間

（当該育児休

業に係る子が

１歳に達した

次の各号に掲げる月数

を前３項の規定により

計算した在職期間から

除算する。 

(1) 前３項の規定によ

る在職期間のうち、６

３歳年度末日以前の

期間において休職月

等が１以上あったと

きは、その月数の２分

（同 左） 

http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000902.html?id=j8
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000837#e000000837
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000767#e000000767
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000767#e000000767
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000767#e000000767
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000767#e000000767
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000705#e000000705
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000705#e000000705
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000902.html?id=j8
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000837#e000000837
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000767#e000000767
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000767#e000000767
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000767#e000000767
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000767#e000000767
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000705#e000000705
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000705#e000000705


 

 

改   正   前 改   正   後 

日の属する月

までの期間に

限る。）又は育

児短時間勤務

をした期間に

ついては、３分

の１）に相当す

る月数（専従休

職をした期間

又は自己啓発

等休業（教職員

としての職務

に特に有用で

あると認めら

れるものを除

く。）をした期

間にあっては

その月数）を前

３項の規定に

より計算した

在職期間から

除算する。 

の１（育児休業をした

期間（当該育児休業に

係る子が１歳に達し

た日の属する月まで

の期間に限る。）又は

育児短時間勤務をし

た期間については、３

分の１）に相当する月

数（専従休職をした期

間又は自己啓発等休

業（教職員としての職

務に特に有用である

と認められるものを

除く。）をした期間に

あってはその月数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)(3) （略） 

 （略）  

第８条の３ 役員等若しくは法人等に使用される者

が６３歳年度末日の翌日以後に引き続き教職員と

なり、又は国家公務員退職手当法（昭和２８年法律

第１８２号）第２条第１項に規定する職員が６３歳

年度末日の翌日以後に次条第１項若しくは第２項

の規定に該当して引き続き教職員となった場合（当

該法人等、国若しくは同条第１項に規定する特定独

立行政法人から国立大学法人京都大学役員退職手

当規程（平成１６年達示第８８号）による退職手当、

これに相当する給与若しくはこの規程による退職

手当に相当する給与の支給を受けている場合又は

日の属する月

までの期間に

限る。）又は育

児短時間勤務

をした期間に

ついては、３分

の１）に相当す

る月数（専従休

職をした期間、

自己啓発等休

業（教職員とし

ての職務に特

に有用である

と認められる

ものを除く。）

をした期間又

は就業規則第

１６条第１項

の規定による

休職期間（同条

第２項の規定

により休職期

間を通算する

場合にあって

は、通算された

休職の期間）が

３年を超える

場合は、３年を

超える日以後

の期間の月数）

を前３項の規

定により計算

した在職期間

から除算する。 

の１（育児休業をした

期間（当該育児休業に

係る子が１歳に達し

た日の属する月まで

の期間に限る。）又は

育児短時間勤務をし

た期間については、３

分の１）に相当する月

数（専従休職をした期

間、自己啓発等休業

（教職員としての職

務に特に有用である

と認められるものを

除く。）をした期間又

は就業規則第１６条

第１項の規定による

休職期間（同条第２項

の規定により休職期

間を通算する場合に

あっては、通算された

休職の期間）が３年を

超える場合は、３年を

超える日以後の期間

の月数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)(3) （同 左） 

 （同 左）  

第８条の３ （同 左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000001013#e000001013
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000001019#e000001019
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000001019#e000001019
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000001013#e000001013
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000919.html
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000919.html
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#l000000000#l000000000


 

 

改   正   前 改   正   後 

次項の規定に該当する場合を除く。）におけるその

者に対する次の表の左欄に掲げる規定の適用につ

いては、これらの規程中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替える

ものとする。 

読み替える

規定 

読み替えられ

る字句 

読み替える字句 

 （略）  

第８条第４

項 

前３項の規定

による在職期

間のうち、休職

月等が１以上

あったときは、

その月数の２

分の１（育児休

業をした期間

（当該育児休

業に係る子が

１歳に達した

日の属する月

までの期間に

限る。）又は育

児短時間勤務

をした期間に

ついては、３分

の１）に相当す

る月数（専従休

職をした期間

又は自己啓発

等休業（教職員

としての職務

に特に有用で

あると認めら

れるものを除

く。）をした期

間にあっては

その月数）を前

３項の規定に

より計算した

在職期間から

除算する。 

 

 

 

 

 

次の各号に掲げる月数

を前３項の規定により

計算した在職期間から

除算する。 

(1) 前３項の規定によ

る在職期間のうち、教

職員となった日前の

期間において休職月

等が１以上あったと

きは、その月数の２分

の１（育児休業をした

期間（当該育児休業に

係る子が１歳に達し

た日の属する月まで

の期間に限る。）又は

育児短時間勤務をし

た期間については、３

分の１）に相当する月

数（専従休職をした期

間又は自己啓発等休

業（教職員としての職

務に特に有用である

と認められるものを

除く。）をした期間に

あってはその月数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

読み替える

規定 

読み替えられ

る字句 

読み替える字句 

 （同左）  

第８条第４

項 

前３項の規定

による在職期

間のうち、休職

月等が１以上

あったときは、

その月数の２

分の１（育児休

業をした期間

（当該育児休

業に係る子が

１歳に達した

日の属する月

までの期間に

限る。）又は育

児短時間勤務

をした期間に

ついては、３分

の１）に相当す

る月数（専従休

職をした期間、

自己啓発等休

業（教職員とし

ての職務に特

に有用である

と認められる

ものを除く。）

をした期間又

は就業規則第

１６条第１項

の規定による

休職期間（同条

第２項の規定

により休職期

間を通算する

場合にあって

は、通算された

休職の期間）が

３年を超える

次の各号に掲げる月数

を前３項の規定により

計算した在職期間から

除算する。 

(1) 前３項の規定によ

る在職期間のうち、教

職員となった日前の

期間において休職月

等が１以上あったと

きは、その月数の２分

の１（育児休業をした

期間（当該育児休業に

係る子が１歳に達し

た日の属する月まで

の期間に限る。）又は

育児短時間勤務をし

た期間については、３

分の１）に相当する月

数（専従休職をした期

間、自己啓発等休業

（教職員としての職

務に特に有用である

と認められるものを

除く。）をした期間又

は就業規則第１６条

第１項の規定による

休職期間（同条第２項

の規定により休職期

間を通算する場合に

あっては、通算された

休職の期間）が３年を

超える場合は、３年を

超える日以後の期間

の月数） 

 

 

 

http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000931#e000000931
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000840#e000000840
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000840#e000000840
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000840#e000000840
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000705#e000000705
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000705#e000000705


 

 

改   正   前 改   正   後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)(3) （略） 

 （略）  

２ 法人等に使用される者（その者の職に係る平成１

６年３月３１日における定年年齢が満６３歳である

法人等に使用されるものに限る。）が６３歳年度末

日の翌日以後に引き続き教職員となり、又は国家公

務員退職手当法第２条第１項に規定する職員が６３

歳年度末日以後に定年により退職し、その翌日に次

条第１項若しくは第２項の規定に該当して引き続き

教職員となった場合（当該法人等、国又は同条第１

項に規定する特定独立行政法人からこの規程による

退職手当に相当する給与の支給を受けている場合を

除く。）におけるその者に対する次の表の左欄に掲

げる規定の適用については、これらの規程中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる

字句に読み替えるものとする。 

読み替える

規定 

読み替えられ

る字句 

読み替える字句 

 （略）  

第８条第４

項 

前３項の規定

による在職期

間のうち、休職

月等が１以上

あったときは、

その月数の２

分の１（育児休

業をした期間

（当該育児休

業に係る子が

１歳に達した

日の属する月

までの期間に

限る。）又は育

児短時間勤務

をした期間に

ついては、３分

の１）に相当す

る月数（専従休

職をした期間

次の各号に掲げる月数

を前３項の規定により

計算した在職期間から

除算する。 

(1) 前３項の規定によ

る在職期間のうち、６

３歳年度末日等以前

の期間において休職

月等が１以上あった

ときは、その月数の２

分の１（育児休業をし

た期間（当該育児休業

に係る子が１歳に達

した日の属する月ま

での期間に限る。）又

は育児短時間勤務を

した期間については、

３分の１）に相当する

月数（専従休職をした

場合は、３年を

超える日以後

の期間の月数）

を前３項の規

定により計算

した在職期間

から除算する。 

 

 

 

 

 

 

 

(2)(3) （同 左） 

 （同 左）  

２ （同 左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

読み替える

規定 

読み替えられ

る字句 

読み替える字句 

 （同 左）  

第８条第４

項 

前３項の規定

による在職期

間のうち、休職

月等が１以上

あったときは、

その月数の２

分の１（育児休

業をした期間

（当該育児休

業に係る子が

１歳に達した

日の属する月

までの期間に

限る。）又は育

児短時間勤務

をした期間に

ついては、３分

の１）に相当す

る月数（専従休

職をした期間、

次の各号に掲げる月数

を前３項の規定により

計算した在職期間から

除算する。 

(1) 前３項の規定によ

る在職期間のうち、６

３歳年度末日等以前

の期間において休職

月等が１以上あった

ときは、その月数の２

分の１（育児休業をし

た期間（当該育児休業

に係る子が１歳に達

した日の属する月ま

での期間に限る。）又

は育児短時間勤務を

した期間については、

３分の１）に相当する

月数（専従休職をした

http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000001013#e000001013
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000001013#e000001013
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000001019#e000001019
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000001013#e000001013
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000001013#e000001013
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#l000000000#l000000000
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000931#e000000931
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000931#e000000931
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000931#e000000931
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000705#e000000705
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000705#e000000705
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000705#e000000705
http://www.kyoto-u.ac.jp/uni_int/kitei/reiki_honbun/w002RG00000920.html#e000000705#e000000705


 

 

改   正   前 改   正   後 

又は自己啓発

等休業（教職員

としての職務

に特に有用で

あると認めら

れるものを除

く。）をした期

間にあっては

その月数）を前

３項の規定に

より計算した

在職期間から

除算する。 

期間又は自己啓発等

休業（教職員としての

職務に特に有用であ

ると認められるもの

を除く。）をした期間

にあってはその月数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)(3) （略） 

 （略）  

 

（後 略） 

自己啓発等休

業（教職員とし

ての職務に特

に有用である

と認められる

ものを除く。）

をした期間又

は就業規則第

１６条第１項

の規定による

休職期間（同条

第２項の規定

により休職期

間を通算する

場合にあって

は、通算された

休職の期間）が

３年を超える

場合は、３年を

超える日以後

の期間の月数）

を前３項の規

定により計算

した在職期間

から除算する。 

期間、自己啓発等休業

（教職員としての職

務に特に有用である

と認められるものを

除く。）をした期間又

は就業規則第１６条

第１項の規定による

休職期間（同条第２項

の規定により休職期

間を通算する場合に

あっては、通算された

休職の期間）が３年を

超える場合は、３年を

超える日以後の期間

の月数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)(3) （同 左） 

 （同 左）  

 

 

附 則 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の日において、同日前から引き続

き第１条の規定による改正前の国立大学京都大学教

職員就業規則第１５条第１項第１号の規定により休

職とされている教職員に係る休職期間については、

第１条の規定による改正後の国立大学法人京都大学

教職員就業規則第１６条第１項及び第２項の規定に

かかわらず、なお従前の例による。 

３ 前項に規定するもののほか、この規則の施行の前

に第１条の規定による改正前の国立大学法人京都大

学教職員就業規則第１５条第１項第１号の規定によ

り休職とされた教職員に係る休職期間については、

第１条の規定による改正後の国立大学法人京都大学

教職員就業規則第１６条第２項の規定にかかわら

ず、通算しない。 

 


